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能力観 の形成過程 について(そ の2)
　―再考:教 育における日本的能力観―
　　　　　 河 合 淳 子
       On the Formation Process of Ability Conceptions (Part 2) 










グ(1965)は 、『メリトクラシーの法則』のなかで、メリット(業 績)はIQ+努 力であらわさ
れると述べている。人それぞれが生 まれもった知的能力 と、人々の努力の大きさがメリット
を決定 し、メリットの大 きさで人々が評価され、選抜 される社会がメリトクラシーの社会だ
というのである(訳 書、P.107)。 そこで、メリット=IQ+努 力を、より一般的な形にして、メ
リット=生 得能力+努 力 としてみると、生得能力の捉え方の違い、た とえば生得能力に個人
差があるとするか否か、という差によって、メリットをめ ぐる競争や選抜の性質は違ったも
のになるだろうと想像で きる。
　第二に、ある社会において広 く受け入れられている 「能力についての捉 え方」は、社会的




の ような選抜 システムの中にあるかということに、大いに影響 を受けると考えられる。つま
り、学校内部の組織形態や社会や教育の選抜 システムのあ り方 といった構造的な要因によっ






　 さて、前回の拙稿(1994)に おいて、能力お よび能力観 の社会的構成研究で知 られる
SimpsonとRosenholzの 分析モデルを紹介 した。彼 らは、アメリカで一般的に受け入れられてい
る(制 度化されている)能 力観としてIQを 挙げ、それが、学校組織がいかなる構造的特徴 を
もつ場合に、 よりスムーズに生徒に伝達 ・維持されてい くのかを考察 していた。 これまで筆
者はそのモデルにならって、 日本の教育における努力主義(学 業達成に対する努力の重要性
を強調する傾向)を アメリカのIQ主 義に対比させつつ、その維持の構造 に関する若干の考察
を実証データを用いながら行なってきた。つまり、これまでは、 日本における努力観の考察
を行 なってきたわけで、それはもちろん能力観の形成に深 く関わ りをもつ ものであったが、
今回は能力観そのものに焦点をあてたいと思う。SimpsonとRosenholzの 研究においては、米国






本的とされてきた能力観の特徴 を挙げ、それらの存在を確認 していく(III)。 そこでは、国際
的な比較研究で確認 される日本的能力観、戦後の指導要録にみる能力評価忌避の傾向、外部
社会(企 業社会)と の連接関係における能力観などの観点から、考察 を行なう。最後 に、以
上の議論からのまとめを行なう(IV)。
　　　　　　　　II.教 育における能力観の規定関係についての分析視点
　岩田(1981)は 、日本型の学歴主義を検討するうえで、諸要因の規定関係 を図1の ように
に表わ している。 この図に従えば、日本人のあいだに顕著 に見 られる志向性、その社会関係
に見られる特徴的パ ターンや心理性向(=社 会的 ・文化的 ・心理的基盤)は 、教育をめ ぐる
人々の思考 ・行動のあ り方を通じて、直接あるいは間接的に、日本の教育や、さらには学歴


















　 この図から指摘できるのは、日本的能力観 として一般に広 く受け入れられている能力観は、
教育や 日本的経営の規定要因である共に、被規定要因で もあるということである。 もちろん
日本的能力観は文化的要因の影響を受けながら長年の間に形成されてきたものであるが、教
育 システムの構造や教育外システム(例 えば企業社会)の 構造によって も規定され、強化 さ
れることを通 じて、維持 されてい くという側面を持つのである。











　 「能カー平等」観 とは、「自然的差異(生 まれつきの能力差)は 存在 しないか、たとえ存在
したとして も努力や環境などの後天的なものにくらべれば問題にならないほど小 さいもので




　 「能カー 平等」 観が 日本 において根強 いこ とは、 日本 人が努力 を重視 す るこ との理 由 と し
て よ く取 り挙 げ られ、 国家間の比較研究 のなかではデー タを用 いて繰 り返 し指摘 が行 なわれ
てい る3)。 詳細 は後述す るが、特に他国 と比較 した場合 、 この傾 向は確か に確認 で きる。我 々
の 日常 的認識 を考 え合 わせ て も、「能カー 平等」観が、 日本 において広 く受容 されてい る能力
観の一面であ るこ とは異論 のないところであろう。
〈[B]「 一元 的能力」観 について〉
　 日本的 能力観 の特徴 は、潜 在的 可能性 と しての能力 、す なわ ち未分化 で一般 的性格 が強い
能力 を強調 して捉 え るこ とである、 という主張 もある。つ ま り、 あ る領域 で優秀 な人 は、 ど
の領域 において も高 い能力 がある とみ なされ易い。 この よ うな状 況の もとで は、 自ず と個 人
の能力差 が前 提 とされ、 そ してその能力 を測 る尺度が 一元化 す る傾 向が でて くる。 これ を仮
に 「一元的能力」観 と名付けてお く。
　 これ につい ては多少 、長 くなるが説明が必要で あろ う。 この よ うな能 力観が 日本 において
強い こ とを指摘 した、岩 田(1981)は 、従 来、能力 とい う言葉 で一様 に表現 されて いる もの
を、三つ の能力概念 に分類 す るこ とか ら考察 を始め てい る。 それ らは、1)「 実力 」 …　 　 特
定 の活動領域 にお いて、す で に獲得 されて顕在化 した もの 、2)「 素質」 …　 特 定の 活動 領
域 に結 び付 いて いるが、潜在 的な可能性 を意味す る もの、3)「 能 力」 …　　 特定 の活動 領域
に結 び付 か ない、 つ ま り未分化で一般 的 な潜在 可能性 を意味 す る もの、で あ る。(以 後 、「」
つ きの能力で表記す る場 合 は、 この3)の 「能力」 を指 す ことにする。)例 えば、1)に 属す る
のは、幼 い ころか らた ゆまぬ訓練 に よって ピアノを弾 く高 い技能 が修得 され た場 合、 あ るい
は有能 な秘 書 の よ うに速 記 、外国語 、迅速 ・的確 な事務 処 理 がで きる場合 、 な どで、 その
人々は、 ピア ノ(=特 定の活動領域)の 「実力」 とか、秘書(=特 定の活動領域)の 「実力 」
があ るとみ な される。一方 、2)の 「素質」 は、訓練 や経 験 の結 果 と して現在 どれほ どの こ と
が で きるか を問題 に しているのではな く、今後の練磨 に よって鍛 え られる特定領 域の可 能性
を示す。 アメ リカでは圧倒 的 に1)の 「実 力」 が重視 され る とした うえで 、 日本 におい ては、
3)の 「能力」 を重要視 する傾 向があるのだ とい う。この 「能力 」の示す もの は、 ある未分化
な可能性 に見 られる質 の高 さとして意識 される。つ ま り、 日本 の社会 におい ては、能 力の一
般 的性 格 につ いて の、 あ るぬ きが たい信仰 の よ うな もの が存 在 して い るた めに、 す ぐれ た
「能力」 を もつ人、す なわち 「で きる人」 はなにをや らせて もで きるのであ り、逆 に 「駄 目な
奴」 はな にをや らせて も駄 目なのだ と考 え られやす い(岩 田,1981,pp.121-122)。 さ らに岩 田
は、 この ような能力 観 の背 後 に、あ る仮定が存在す る と指摘 す る。 それ は、 人間の基 本的 な
能力 は人 生の きわめて早 い時期に定 まってお り、 しか もその よ うな能力 は、他 方、年 月 と と
もに、経験 や訓練 に よって しだいに磨 きあ げ られてゆ くとい う もの であ る。 つ ま り 「一元的
能 力」観 は、生得 能力の存在 と、その個人差 を前提 と してい るこ とにな る。 その うえで、努
力主義 に もつながる能力観である。
　 以下、III-2、　III-3、　III-4で は、これ らの 日本的能力観が、 日本の教 育 にお いて どの ように存
在 しているのか を、角度 を変 えなが ら考察 してい く。
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III- 2.考 察=国 際比較に見る日本的能力観
　 日本的能力観 を国際比較のなかで検討 した研究の一例 として、Stevenson　and　Lee(1990)の
調査結果を紹介する。
　彼 らは、米国、台湾、 日本の小学生 とその母親を対象に、学業達成 と努力観 ・能力観の関
連を調査 している4)。表1は 母親の努力観 ・能力観についての質問紙調査の結果である。
〈表1:母 親の努力観 ・能力観〉
米国 台湾 日本 比較
1)読 解能力みな同じ 2.3 3.7 4.3 J>T>U[。001]
2)算 数能力みな同じ 2.1 3.0 4.2 J>T>U[.001]
3)読 解能力の生得量 4.9 4.3 4.2 U>T&JLOOI]
4)算 数能力の生得量 4.8 4.0 4.3 U>T&JLOO1]
5)読 解上達可能性 3.7 5.2 5.2 T&」>U[.001]















　 …　　 日本の教師は、子どもが能力において平等であ り、成績 に差が生 じるのは生徒の努
　力不足によるものだと考えている。(中略)日 本のほとんどの小学校では、入学当初に知能










　 しか し、先ほどの国際比較のデータのうち、今度は類似の質問の子供 に対 して行 なった場
合 を見てみよう(表2)。 表1と 表2を 比べてみると、小学生においては 「能カー平等」観の
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日本において肯定の回答が高 くなっていることである。この結果は、で きる人は何で もでき
る信仰=「 一元的能力」観の表れとも見ることがで きる。能力 を測る尺度が一元化 している
か らこそ、勉強のできる生徒は何 においても優秀であると考えられやすいと思われる。生徒
の現実的な認識においては、能力に個人差がない という 「能カー平等」観 よりも 「一元的能
力」観の方が、受け入れられやすい可能性があるのかもしれない。
〈表2:児 童の努力観 ・能力観(5年 生)〉
米国 台湾 日本　　　　　比較
1)読解能力みな同じ 3.5 4.7 3.8 T>U&J[.001]
2)算 数能力みな同じ 3.4 4.7 3.9 T>J>U[001][.05]
3)できる人は努力家 4.7 5.4 5.1 T>ULO1]
4)テストと生得能力 4.7 3.9 2.8 U>T>J[.001]









とが示唆されている。「だれでも生 まれつ きの能力はいっしょ」(「能カー平等」観)と 「でき
る人は何でもで きる」(「一元的能力」観)は 、一見、両立不能に見える概念であるが、それ
ぞれの 日本的能力観 は、説得力を発揮する文脈に違いがあると考えるべ きであろう。 これま
での国際比較のデータからは、「能カー平等」観は確かに日本において根強いことが確認で き
る。そ して、その担い手が教育する側の ものであることも示唆されている。一方、「一元的能
力」観の方は、現実認識 として生徒(小 学児童)に 受け入れられやすい側面が示 されてお り、













簿の、原簿的な存在である。 しか し、それは通知簿や教師の私的な評価の記録 とは違い、法
律 に定められた公的表簿である。この意味で指導要録は、文部省の能力評価や学力評価の方
針、ひいては能力観が表れる対象であると見ることが可能である。
文部省は、小学校 については1948年 に 「学籍簿」という名でこの表簿の新 しい様式を、中学
校 ・高等学校 については1949年 に 「累加記録摘要」 という名称で、その様式 を示 している`)。
その後、1950年 に、小、中 ・高等学校間で異 なっていた名称 を 「指導要録」 と改め、統一 し
た。その後、1955、1961、1971、1980、1991年 の改訂を経ている。表3は 、小学校 と中学校






籍簿は1950年 に 「指導要録」 と呼び名が改められた)に は、標準検査記入欄が設けられてお
り、当時は、知能検査の実施が重要視 されていたと報告 されている(天 野,1993,p.271)。 指導
要録における標準検査の概念には、知能検査のほかに、標準化 された学力検査 ・性格検査 ・
能力検査 なども含 まれているが、表3を みるとわかるように、1950年 の指導要録においては
知能検査の結果の記入欄 を、そのほかの標準検査 と区別 して設けている。そ して、それには
小学校六年間に三回程度(第1回 は小学校一年生の終りから二年生の初め、第2回 は小学校




下で、知能検査 を、教育に有効に利用 しようとする傾向が一時的に強 まったことを示 してい
る。 しか し、 まもな く、その傾向は薄れてい く。1955以 降の指導要録 において も、この標準
検査記入欄 は継続 されるが、知能検査 とそのほかの標準化検査 との区別はなくなってお り、
サイズも縮小 された。1961年 の指導要録改訂の際には、標準検査記入欄自体の意義 と必要性
についての検討が行 なわれが、一応の存在理由があるということで継続が決定されてはいる6)。
しか し、1971年 の改訂以降、 この欄は、ほとんど注目されず、変化 もしていない。 このこと
は、知能検査 を代表 とする標準検査 に対する認識が、以後、変化 していないことを示 してい










を期する専門家たち(心 理学者 ・文部官僚etc.)の 意向を圧倒 したというのが当時の状況であ
り、廃止側の言い分は 「人間の美徳 としての努力が反映 しないから反対」 というのが主であ
ったという。そもそ も、努力以外のインフォメーションを提供 して くれる試験 として導入 さ
れたはずのこの進学適性検査が、「努力が反映しないか ら廃止」されたことは、日本における















一教 科一 評定 となり、それは小 ・中・高を通じ、5・4・3
・2・1の5点法 となった。
各教 科に書 き込 み式の所 見欄 が 設けられた。









































　次に教科評価の変遷 について、表3か ら読み取れることを、簡潔 に述べてみれば、以下の
ようになる。
　 1)相 対評価から絶対評価加味へ(た だし相対評価は現存)
　 2)評 価段階の細分化を避ける方向(五 段階→三段階→二段階→廃止)
　 3)対 他者評価 よりも個人内発達重視の方向
　指導要録導入当初は、五段階相対評価が、小 ・中学校の評価の原則 となってお り、1955年
の改訂では、それをむ しろ精緻化する方向へと向いているようにみえる。 しか し、1961年 の
改訂から、徐 々に相対評価に対する批判が高まり、まず、「所見欄」 を設け、そこに絶対評価
の観点か ら、個人の進歩状況 を評価するという要素が加えられた。以後、現在 に至 るまで、
低年令層か ら順 に、相対評価を少な くし、絶対評価の要素を増加 させてい く傾向 にある。そ
して、評価段階は五段 階か ら三段階、三段階から二段階へ といったように徐々に減らされ、
評価の枠が緩められていく。他者との比較における位置づけよりも、個人の発達や努力が反




　以上のように明 らかになった日本の教育における能力評価忌避傾向 と、日本的能力観 との
関係についての考察に入ることにする。まず、「能カー平等」観との関係 を検討することにし
よう。
　単純に考えれば、能力が万人に平等に与えられている(=「 能カー平等」観)、 という考 え
が背後 にあるなら、能力評価 をする必要はな くなるのであ り、能力評価は当然、必要な くな
る(=能 力評価忌避が起 こる)わ けだ。そして、「日本においては文化的に 『能カー平等』観
が強いから、能力評価は忌避 される」 といって しまえば、説明はそれまでである。 しか し、
能力評価忌避の傾向と日本的 「能カー平等」観の関係は、それほど単純 なものではないよう
だ。 もちろん平等観の強さという文化的な要因を否定するつ もりはないが、そもそも、能力
の平等性を主張す る人々が、はた して事実認識の問題 として能力差の存在を認めようとして




　能力評価忌避の傾向 を表す一例 として前節において取 り上げたように、指導要録における
相対評価の問題視傾向は、1960年 前後からはじまっている。1955年 に50%で あった後期中等
教育への進学率は、65年 には70%、75年 には90%を 越えている。このような社会変動 を踏ま
えて、機 能主義的 に相対評価の問題視傾 向をみれば、後期 中等教育 の大衆化 の中で求め
一45一
教育 ・社会 ・文化研究紀要　第4号
られる評価の機能 と相対評価の果たす機能が翻齪 をきたしはじめ、問題性が指摘 されるよう
になってきたと捉えることができる。 しかし、一方で、相対評価は、教育の本質に関わる理
論の上で多 くの矛盾や、問題性をはらんでいたという批判が大 きかったようだ。そ して、こ
の 「教育の本質に関わる」観点か らの批判のなかに、「能カー平等」観の存在 をみて とること
がで きる。例えば次のような場合である。
　相対評価 をめ ぐる議論は1960年 代前後に盛んに行なわれたが、この評価法に対する批判や
問題点の指摘は、次のような点に要約 される。
　 1)相 対評価は正規分布の原理に依拠 しているが、学校や学級の児童 ・生徒の能力や成績
　　　が正規分布であると考えることに、無理がある。
　 2)相 対評価は集団内における子どもの相対的位置関係 はわかっても、学力の実体を明確
　　　に示 しえない。教育評価本来の役割を果た しうる評価法 とはいえない。
　 3)一 人が上がれば一人がさがるというこの方式は、学級の中に成績による順位争いを持
　　　ち込むことになる。激 しい競争意識は排他的な個人主義を助長 し、学級づ くり、仲間
　　　づ くりを困難にする。
　 4)何 十人かの子どもがいるとき、そこに必ず 「できる子」 と 「できない子」があり、し
　　　か もそれが正規分布 に従って区分わけされるという考え方の基礎 には、学力 と能力 を
　　　同一視 し、かつ能力は素質的なものとする考え方が潜んでいる。この考え方では、子
　　　どもの発達における教育的働 きかけの積極的役割を見落 として しまう。(天 野,1995,
　　　pp.294-295、 下線引用者〉
　 4)に み られるように、相対評価が問題とされるのは、能力は素質的なものとする考え方
が問題であるか ら、 と換言で きる。つまり、ここに、能力の個人差の生得性 を認めないこと
(結局は、生得能力の個人差を認めないこと、と同義である)、 すなわち 「能カー平等」観 を
みてとることがで きる。努力や発達という教育的価値が志向されることと、「能カー平等」観
の存在は、深 く結び付 き、能力評価 を忌避するという現象 として現われている。こうした経
緯は、これはもちろん進学適性検査の廃止や知能検査の利用 をめ ぐる議論 においても確認で
きる。
　 さらに、苅谷(1995)は 、日本 において能力別学級編成が差別教育 と結び付 けて捉 えられ
る現象 について取 り上げた論文の中で、1960年 代初頭の中学校教師の言葉 を引用 しなが ら次
のように述べている。
　 「すべての子が、す くなくともほとんどの子が100点 をとるような力を本来持っている
のだ し、それを実行 しないことは、正 しい意味で"教 育"を 行なっているとはいえないと考
えるのだ」(『教育』1962年5月 号、28ペ ージ)
　だれでもがんばれば、「100点 」をとれる。このような見方は、学力差 を生 まれなが らの
素質の違いとは見なさず、生得的能力においては決定的 ともいえる差異がないとい う能力観、




　この引用にもみ られるように、「正 しい意味で"教 育"」 を行なうという教育的価値 と 「能
カー平等」観の存在 は密接 に関連 し、この点は日本的能力観を考察するうえで重要であると
思われる。このような状況においては、能力評価は慎重にならざるを得 ない もの、できるな
ら避けたい もの となる。 なぜなら、能力評価を行なうことは、能力差を認めることが前提 と
なるわけで、それは 「能カー平等」観を否定することである。 しか し、それは単に 「能カー
平等」観 の否定にとどまらず、間接的に教育的価値の否定にまでつなが りかねない。人々が
「能カー平等」観を前提 とする場合には、この点を意識的にせよ無意識的にせよ認識 している
のであろ う。これらを総合 して考 えると、教育にみられる日本的 「能カー平等」観は、万人
の等質性 を前提 とするもの というよりは、教育的価値 と結びつ くことによって存在根拠 をも
つという、教育的 「能カー平等」観 とも呼ぶべ き一面 を持つ。そこでは、事実 として個人に
能力差が存在するか否かは、それほど問題 となってこないのである。言い方を変えれば、教
育が努力や個人の発達を重視する限 り、日本においては文化的に平等観が強いことも相 まっ
て、自ず と 「能カー平等」観は普及 し、維持 されていくと捉えることができよう。
〈能力評価忌避 と 「一元的能力」観〉
　先ほど提示 した、「能力の平等性を主張する人々が、はた して事実認識の問題 として能力差




の とお り、能力評価の基準が一元化することである。特定の活動領域 に関 した 「実力」は、





　 「一元的能力」観に立てば、第二の特徴が、能力評価忌避 を生む大 きな理由である。つま
り、能力評価が人間評価 にむすびつ きやすいこと、そのため能力評価が劣等感を生みだす危
険が極めて高いこと、 したがって能力差の存在を承認 しつつも、その格差を査定 し公表する
ことにきわめて慎重にならざるを得ないというわけだ。つ まり、能力差 を無視するのではな










　 日本的能力観の特徴 として 「一元的能力」観の存在が指摘 され始めたのは、1970年 代以降
のことである。もちろんこれは、それ以前 にこのような能力観が 日本に存在 しなかったとい
う意味ではないが、 この時期にこの種の日本的能力観への社会的関心が高まっているように
見える。これは、1960年 代からの高度経済成長と歩調 を合わせ て学校の選別 ・配分機能が拡
大 し注 目を集めてきたことと無縁ではない と思 われる。 このころから、企業が重視する能
力 ・能力観 と、それに呼応 した形で学校での能力 ・能力観が、分析の対象となる中で、 この
ような能力観の存在が指摘 され始めたのである。
　乾(1990)は 、1969年 に日経連から出された 『能力主義管理』 とい う報告書 を題材 としな
がら、当時の企業社会における能力の概念 と能力評価について、検討を加 えている。それに
よると、報告書では、まず、はじめに能力について次のように定義 しているという。「能力と
は企業 における構成員 として、企業 目的達成のために貢献する職務遂行能力であり、業績 と
しては顕在化 されなければならない。」
　乾の議論 を参考 にしながら、この定義 についてみ ると、 ここでの特徴 はまず、能力 とは
「企業目的達成のために貢献する職務遂行能力」 と包括的に定義 されていることである。この
ように包括的に定義 されれば、企業 目的達成のために貢献する能力 ならば、現在従事 してい
る職務 に限定 されず、あらゆるものが含まれて くることとなる。 また、次 に問題 となる 「能
力評価」については、一見、業績のみを評価対象 とする業績主義的評価のように見える。 し
か し、上記の定義の一文に続いて、「ただし、業績は、 目標および方法 ・手順の設定 と、遂行
過程 における種々の措置の結果によって達成されるものであるか ら、単純 に、 目標 に対する








　 さて、一方、学校においては、表3で みたように能力評価が忌避 されるにもかかわらず、
受験競争が激 しくなっていった。その背景には、このような 「一元的能力」観の存在がある
と考えられる。「一元的能力」観に立てば、能力が潜在的ではなはだ とらえどころのない、判
定 しにくいものであるという考えがあるために、他人に対 して と同様、 自分自身にみずから
の 「能力」を証明することが競争において重要な意味 をもつ。学校 ランクや試験結果による
序列においての自分の位置づけが、「能力」のインデックスとなるわけだ。つまり、学校 にお









　ネラリス ト的な労働力養成がはかられる。そのため、個々の職務に即 した能力(=(岩 田,





　可能性 としての抽象的能力 という能力評価の基準を、学校制度のうちに存在 している学校
　間格差に対応 させることにな り、独特の社会的意味を付与することになる。(pp.171-173)
　 これらの指摘に見られるように、日本的経営においては、一般可能性としての抽象的能力、
が重視される。 日本的経営において 「選ばれた人」 は、抽象的能力が高い人であるとみなさ
れる。選ばれる際は、学校 ランクや試験の成績が、その能力の証明となる。そのため、この
ような能力観は、序列における位置づけを通 して自分の能力を証明する必要を迫 る。こうし
て、企業社会において支配的な 「一元的能力」観が、学校 にも受け入れられてい くのである。
つ まり、教育における 「一元的能力」観はこうした外部社会(企 業社会)と 教育との接点で
構成 されていると考えられる。
まとめ一今後の研究にむけて
　以上の議論をまとめると、 日本的能力観には諸側面があ り、「能カー平等」観 と 「一元的能
力」観は、日本的能力観の重要な部分をなす。教育において、教育的価値が強調 されるとき








と述べている。両者の見方の違いは、大卒 と就職の関係 を対象にした場合 と、高卒 と就職の
関係 を対象 とした場合 との差異か らきていると思われる。生徒の能力観の形成過程 を考察す
る際には、考慮すべ き重要な観点であると思われる。
　 さらに、高校進学率が1974年 に既に90%を 越え、大学 ・短大進学率 もいまや50%に 近づい
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ている現代の 日本社会においては、仮説的に述べれば、教育 システム内部に 「能カー平等」
観や 「一元的能力」観 などの日本的能力観を維持する構造が内在すると考えられる。つまり、
社会 との連結関係に左右されない、いうなれば、将来の就職 を見越 した競争ではな く、学校
ランクや偏差値ランクそれ自体が競争の報酬や意味の根拠 となるような教育システム内での
能力観の形成 に焦点をあわせる必要があると思われる7)。本稿では、日本社会において一般的
とされている能力観 を描 き出すことが目的であったが、今後、明 らかにされなければならな




1)能 力 ・能力観 の社 会 的構 成 説 につ いて は(RosenbaumJ.,1986)(Simpson,　 Carl　H.　and　Rosenholtz,　Susan　J.,
　 　 1986)(竹 内 洋,1995,pp.58-63)を 参照
2)岩 田(正981,p.114)の オ リジ ナル の図 におい ては 、この社 会 的 ・心理 的 基盤 の三 つ の要 素 につ いて は 、示 さ
　 　 れ てい ない 。 この三 要 素 を含 め た さらに細 かい諸要 因の規 定 関係 につ いて は別 図(岩 田1981,p.115>で 示 さ
　 　 れ てい る。 本稿 の図1は 、両 図 を合 成す る形 で、筆 者が作 成 した。
3)日 本 的 な能力 観 として 、「能 カー 平等」 観 を指 摘 した もの に(中 根,1972)(恒 吉,1992)(Cummings,
　 　 1980=1981)な どが あ る。 ま た、米 国 、台湾 、 日本 の三 国比較 には(Stevenson　 and　Lee,1990)が あ る。
4)調 査 実施 は1980-81、1984-85の 二 回。1980-81年 には小学 校 一年 生 と母親 、1984-85に は 五年 生 と母親 を対 象 に、
　 　 各 国の 言語 を使 用 した 質問紙 調査 、及 び、面 接が行 な われた 。調 査 数 はのべ1440人 の生 徒 とそ の母 親 で、 各
　 　 国各 回240人 ずつ を対 象 に行 なわれ た。(Stevenson　and　Lee,1990)
5)学 籍 簿の 制定 は 明治33年 の こ とで あるが 、本稿 では戦 後以 降 の変 遷 を と りあ げ る。
6)1948年 の 指導 要録 の導 入 当初 か ら、 指導 要録 は 「客観 的 な正 確 な記 録」 を 目指 す こ とが 、指導 要 録作 成 の重
　 　 要方 針 の一 つ として挙 げ られ ていたた め、客 観的評 価 には、 標準 検査 が 欠 かせ な い との認識 が あ った ため で
　 　 あ ろ う。
7)受 験競 争 加熱 の説 明根 拠 と して竹 内(1995)は 、受験 システ ムの 自律 化/自 己準 拠化 を挙 げて い る。竹 内 は
　 　 日本 の学 歴社 会 を、 学歴 収益 率 な どの学 歴の 機能的価 値(学 歴 社 会D、 学 歴 へ の人 々の まな ざ しとい った象
　 　 徴的 価値(学 歴 社会II)、 相対 的 に自立化 した受験 シス テム(受 験 社 会)の 三つ に分 節 化 して い る。 そ して、
　 　 激 しい受 験競 争 を充 分 に説 明す るには 、学校 ラ ンクや偏差 値 ラ ン クそれ 自体 が競 争 の報 酬や 意味 の根 拠 とな
　 　 る よ うな受験 システ ム(受 験 社会 〉に焦 点 をあわせ る必要 が あ る とい う(pp.85-120)。
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